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第１章 はじめに 

 

１ 公立病院経営強化プラン策定の背景 

 

 公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため不採算医療

を始め、重要な役割を果たしているところですが、その多くは医師や看護師等の不足、人口減

少や少子高齢化の急激な進展に伴う医療需要の変化、経営状況の悪化等により、医療提供体制

の維持が極めて厳しい状況になっています。 

 これまで、国においては「公立病院改革ガイドライン(平成 19年 12 月 24 日付け総務省自治

財政局長通知)」及び「新公立病院改革ガイドライン(平成 27 年 3 月 31 日付け)」を示し、病

院事業を設置する地方公共団体に改革プランの策定を求め、日高町立門別国民健康保険病院

（以下「門別国保病院」という。）においても、平成 18 年(2006 年)に「日高町公立病院改革プ

ラン」、平成 22 年(2010 年)に「日高町新公立病院改革プラン」として「経営の効率化」「再編・

ネットワーク化」「経営形態の見直し」及び「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を盛り

込んだ改革プランを策定し、持続可能な経営に向けて取り組んできたところです。 

 

２ 公立病院経営強化の必要性 

 

 公立病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の見直し等に取り組んできましたが、

医師・看護師等の不足、人口減少・少子高齢化に伴う医療需要の変化等により、依然として、

持続可能な経営を確保しきれない病院も多い実態であること。また、令和 2 年(2020 年)に発

生し、今もなお収束が見えない新型コロナウイルス感染症に対して、門別国保病院は発熱外来

の設置やＰＣＲ検査、ワクチン接種、陽性患者の入院受入れ等の対応を行ってきたところです。

こうした新型コロナウイルス感染症への対応に関し、全国の公立病院が重要な役割を果たして

きた一方で、平時から、各病院の明確化・最適化や医師・看護師等の確保の重要性が浮き彫り

となったところです。 

 このような状況を踏まえ、持続可能な地域医療提供体制を確保するためには、限られた医師

や看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用する視点を重視し、公立病院の経営強

化が必要であるとして、国は、令和 4年(2022 年)3 月に「持続可能な地域医療提供体制を確保

するための公立病経営強化ガイドライン」（以下「経営強化ガイドライン」という。）を新たに

策定し「公立病院の経営強化」の基本的な考え方を示しました。 

 門別国保病院では経営強化ガイドラインを踏まえ、令和 6年(2024 年)3 月に「日高町立門別

国民健康保険病院経営強化プラン」（以下「経営強化プラン」という。）を策定しました。 

 

３ 公立病院経営強化プランの対象期間 

 

 経営強化ガイドラインでは、経営強化プランの策定時期を令和 4 年度(2022 年度)又は令和

5 年度(2023 年度)とし、対象期間を令和 9 年度(2027 年度)までとすることを基準とされてい

ることから、経営強化プランの計画期間は令和 6年度(2024 年度)から令和 9 年度(2027 年度)

までの 5年間とします。 
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第２章 病院の概要 

 

１ 門別国民健康保険病院の経営理念及び行動指針 

 

【経営理念】 

 地域住民の健康と生命を守り、安心かつ信頼される病院を目指します 

 

【行動指針】 

■ 地域医療の中心的役割を担うことで地域に貢献していきます 

■ 患者様の尊厳を守る医療と看護・介護を実践します 

■ 医療従事者としての誇りと自覚を持ち、働きやすい職場環境を作ります 

■ 地域医療維持のため、健全な経営に努めます 

 

２ 門別国民健康保険病院の概要 

 

  昭和 28 年(1953 年)3 月に、門別町国民健康保険病院として、病床数 20 床、内科、外科、

小児科、産婦人科として開設し、昭和 30 年(1955 年)3 月に 31 床増床し 51 床とし、昭和 32

年(1956 年)には 32 床増床し 83 床とし、平成 9 年(1997 年)12 月には療養型病床導入によ

り、病床数を変更し一般病床 44 床、療養病床 36 床の計 80 床とし、平成 14 年(2002 年)11

月には病院の改築により、病床数を変更し一般病床 34 床、療養病床 30 床の計 64 床とし、

平成 26 年(2014 年)4 月には療養病床 30 床を介護老人保健施設へ転換し、一般病床 34 床と

なり現在に至ります。 

  また、平成 4 年(1992 年)12 月から循環器内科を診療開始し、平成 10 年(1998 年)4 月に

は、人工透析 20 床を開始し、平成 21 年(2009 年)2 月から訪問診療を開始し、平成 28 年

(2016 年)10 月より小児科を開始しています。 

 

３ 門別国民健康保険病院の総括 

 

  平成 30 年度(2018 年度)から令和 4 年度(2022 年度)の直近 5 年間において、人口減少及

び少子高齢化の急速な進展に伴う医療需要の変化に加え、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大の影響による受診控えにより患者数の減少で医業収益が減少し、医業収支比率が下が

り、経営が悪化している結果となっています。本町の人口は、将来的に更に減少することが

見込まれるなど、厳しい状況に置かれていることから、経営強化の取組により、持続可能な

地域医療提供体制を確保していく必要があります。 
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第３章 公立病院経営強化プランの内容 

 

１ 役割・機能の最適化と連携の強化 

（１）地域医療構想等を踏まえた病院の果たすべき役割・機能 

 

 北海道地域医療構想は、いわゆる団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となり、全国的に医

療や介護に大きなニーズが見込まれる令和 7 年(2025 年)を見据え、急性期病床の過剰と回復

期病床の不足の是正、後期高齢者人口の増加に伴う在宅医療の受け皿整備などの課題に対応す

るものである。 

 日高圏域においては、急性期医療を確保しつつ、各市町村の医療機関その他関係団体とも情

報を共有しながら、圏域全体としてバランスの取れた医療提供体制が構築できるよう、不足す

る機能を担う病床の増床や、病床機能の転換に伴う施設・設備の整備や、医療機関が役割分担

し、連携により円滑に患者の状態に応じた医療が提供できるよう、日高圏域の医療提供体制に

おいて果たすべき役割・機能を改めて見直し、明確化し、各医療機関とのスムーズな連携を目

指すものとしている。 

 門別国保病院では、検診や初期救急、かかりつけ医としての一般外来などの二次医療を担い、

高度医療を実施する東胆振圏域の基幹病院や、専門医療を担う医療機関へつなげていく連携を

図ってきた。 

 今後においてもさらに医療提供体制を構築することは重要であることから、門別国保病院に

ついても公立医療機関として民間の医療機関と適切な役割分担のもと、地域において必要な医

療提供体制を確保するため、必要な役割を果たしてまいります。また、病床機能においては、

近年の人口減少や少子高齢化に伴う医療需要の変化により、回復期機能の医療需要が高まって

きており、急性期後の医療と在宅復帰並びに在宅での生活を支える機能を強化していきます。 

 

（２）地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 

 

 地域包括ケアシステムは、高齢になっても可能な限り住み慣れた地域でその人らしく尊厳を

持って自立した生活ができるよう、医療、介護、生活支援、介護予防、住まいづくりといった

各方面から連携した支援ができる仕組みである。 

 高齢化社会が進む現代社会においては、慢性疾患の医療需要が中心となり、特に対象となる

高齢者の疾病の特徴として多臓器の機能が脆弱化していく老化という過程に加え、生活習慣病

のような全身の障がいを伴う疾患を持ち、老年症候群や生活機能障がいを有することが多いこ

とから、総合的、包括的な医療が要求されます。 

 門別国保病院としても、地域包括ケアシステムの構築のためには在宅医療の充実が不可欠で

あり、医療機関や福祉施設と調整しながら、訪問診療、訪問看護それぞれの機能を充実してい

きます。在宅医療を充実させることで、地域包括ケアシステムの重要な役割を果たします。 
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（３）機能分化・連携強化 

 

 門別国保病院は、町民のかかりつけ医として、二次医療を担う医療機関であり、高度な医療

や専門的な医療を必要とする患者に対し、必要とする医療を提供できる医療機関につなぐ役割

を担っている。その一方で、高度な医療から地域や在宅での生活につなぐ役割もあり、それも

門別国保病院が担うべき分野でもある。 

 可能な限り治療できるものについては、門別国保病院で治療していきたいと考えています

が、人口が減少している中、地域医療を守るためには、連携及び機能分担が必要不可欠となっ

ています。特に、町内には高度急性期の医療機関がないため、高度の医療を必要とする患者に

ついては、町外の医療機関との密接な連携が重要となります。 

 圏域内の医療機関はもとより、圏域外にある基幹病院との連携は重要と考えており、医師派

遣の拡充や患者情報の共有などについて、更なる連携強化を図ります。 

 

（４）医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 

 

 門別国保病院が、その果たすべき役割に沿った、医療機能を発揮するとともに、地域におい

て他の医療機関等との連携を強化しているかを検証するため、次の指標の数値目標を設定しま

す。 

（単位：件、人） 

 R3 実績 

2021 

R4 実績 

2022 

R5 見込 

2023 

R6 計画 

2024 

R7 計画 

2025 

R8 計画 

2026 

R9 計画 

2027 

救急受入件数 794 911 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

時間外救急受入件数 463 507 550 550 550 550 550 

透析患者数 7,941 7,897 7,800 8,600 8,700 8,800 8,900 

リハビリ件数 3,635 3,607 4,600 4,700 4,800 4,900 5,000 

訪問診療件数 1,162 1,225 1,250 1,300 1,300 1,300 1,300 

訪問看護件数 3,201 3,510 3,550 3,600 3,600 3,600 3,600 

 

（５）一般会計負担の考え方 

 

 地方公営企業として運営される公立病院は、公的サービスを企業的手法で提供することで経

済性を最大限に発揮し、本来的には自らの経営による受益者からの収入をもってサービスを提

供するための経費に充てなければならないとする「独立採算制の原則」が適用される。 

 一方で、公立病院は民間の病院では採算性の面から取り組むことのできない分野を担う責任

もあり、不採算な部門であっても地域の課題解決のために取り組む必要があるものについて

は、一般会計の負担が認められている。 

 日高町においては、繰出基準に基づく一般会計の負担について、財政状況を勘案し、交付税

算定額を基本としており、急速に病院事業が厳しさを増す中、病院の経営努力だけでは収支の

健全化を図ることは極めて困難な状況となっています。 
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○総務省繰出基準 

「令和４年度の地方公営企業繰出金について」（抜粋） 

 繰出基準 

病院の建設改良に要する経費 病院の建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることが

できないと認められるものに相当する額（建設改良費及び企業債元利償還金の２分の１（た

だし、平成 14 年度までに着手した事業に係る企業債元利償還金にあっては、３分の２）を基

準とする。） 

へき地医療の確保に要する経費 地域において中核的役割を果たしている病院による巡回診療、へき地診療所等への応援意思

又は代診医師の派遣及び訪問看護に要する経費等のうち、その経営に伴う収入をもって充て

ることができないと認められるものに相当する額とする。 

不採算地区病院の運営に要する

経費 

不採算地区病院の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができ

ないと認められるものに相当する額とする。 

感染症医療に要する経費 医療法第７条第２項第２号に規定する感染症病床の確保に要する経費のうち、その経営に伴

う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。 

救急医療の確保に要する経費 救急病院等を定める省令（昭和 39年厚生省令第８号）第２条の規定により告示された救急病

院に基づく救命救急センター若しくは小児救急医療拠点病院事業若しくは小児救急医療支援

事業を実施する病院における医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確保に必要な経費に

相当する額とする。 

院内保育所の運営に要する経費 病院内保育所の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができな

いと認められるものに相当する額とする。 

経営基盤強化対策に要する経費 

医師及び看護師等の研究研修に

要する経費 

医師及び看護師等の研究研修に要する軽費の２分の１ 

病院事業会計に係る共済追加費

用の負担に要する経費 

当該年度の４月１日現在の職員数が地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法

（昭和 37 年法律第 153 号）の施行の日における職員数に比して著しく増加している病院事業

会計に係る共済追加費用の負担額の一部とする。 

公立病院経営強化の推進に要す

る経費 

①経営強化プランの策定並びに実施状況の点検・評価及び公表に要する経費 

②経営強化プランに基づく公立病院の機能分化・連携強化等に伴い、新たに必要となる建設

改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと

認められるものに相当する額（建設改良費及び企業債元利償還金の３分の２を基準）とする。 

③持続可能な質の高い地域医療提供体制の確保に向け病院機能の見直しに取り組む公立病院

を支援するために、総務省及び当該見直しに関して専門的知見を有する者が連携して行う事

業（公立病院医療提供体制確保支援事業）として実施される経営支援の活用に要する経費の

２分の１ 

医師の勤務環境の改善に要する

経費 

病院等勤務医師について講じられる措置を踏まえて行う公立病院に勤務する医師の勤務環境

の改善に要する経費のうち、経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるも

のに相当する額とする。 

医師等の派遣等に要する経費 公立病院及び公立病院附属診療所において医師等の派遣を受けることに要する経費 
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（６）住民の理解のための取組 

 

 門別国保病院は、昭和 28 年(1953 年)3 月に開設以来、町民の健康を守り信頼される病院と

して、地域の医療機関としての役割を担ってきました。 

 しかしながら、加速化する少子高齢化や医療を取り巻く環境の変化に伴い、門別国保病院の

在り方について、考える必要性がでてきました。 

 門別国保病院は町民のための病院であり、町民の信頼なくしては病院の経営は成り立たない

ため、持続可能な病院の健全な経営に向けて、安心して受診ができるよう患者及び家族に寄り

添った、地域の医療機関としての役割を果たしてまいります。 

 そのためにも、日高町広報誌や病院ホームページなどを通じて、患者目線に立ったわかりや

すい情報提供を行い、情報の共有化と信頼関係を構築します。 

 

２ 医師・看護師等の確保と働き方改革 

（１）医師・看護師等の確保 

 

 病院を運営していくためには、医師をはじめとする医療スタッフの確保が必須となり、現状

では、令和 6年(2024 年)4 月から始まる医師の働き方改革の影響により、勤務時間や宿日直の

制限等も想定されることから、常勤医師や休日勤務の非常勤医師の確保については、引き続き、

地域医療振興財団や民間の紹介会社等を活用しながら、安定的な医師の確保を目指します。 

 看護師等については、勤務環境改善を着実に進めるとともに、スキルアップのための資格取

得や研修などに積極的に取り組んでいきます。また、地域の高校等から職場体験実習を積極的

に受け入れ、病院の概要・機能や日高町独自の医療技術者等修学就業資金貸付制度を説明しな

がら、将来の人材確保に向けた看護師等の確保を目指します。 

 これまでも医師等の医療従事者の確保に向けた、住宅整備や院内保育所の運営などの勤務環

境や住環境の改善に努めてきましたが、引き続き、取り組んでいきます。 

 

（２）臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 

 

 門別国保病院では、地域医療を実践し総合的な医療を学べる研修医療機関として、地域医療

を志す臨床研修医の受入れを行っており、これからも地域医療研修の臨床研修医を積極的に受

け入れ、若手医師がいつでも地域医療を学ぶことができるよう体制づくりに努めます。 

 

（３）医師の働き方改革への対応 

 

 医師の働き方改革への対応については、令和 6 年(2024 年)4 月から医師の時間外労働規制

が開始され、年間 960 時間を超える時間外労働がある場合に対応策を講じる必要があります

が、門別国保病院では、問題とされる長時間勤務の実態はありませんが、休日勤務の非常勤医

師に影響を及ぼす懸念があります。 

 また、労働時間規制外にも労働基準法を遵守していく観点から、宿日直の回数の適正化など

に取り組んでいく必要があります。 
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３ 経営形態の見直し 

 

 現在、門別国保病院の経営形態は、地方公営企業法の一部適用により運営しており、これは

職員の人事、給与面等には権限がなく、公営企業の財務規定のみを適用し、町行政の一環とし

て医療の提供を行うものであります。 

 地方公営企業法の全部適用、地方独立行政法人化、指定管理者制度の導入及び民間譲渡など

への移行により、経営の自由度が大きくなるメリットはあるものの、当院の地域性を鑑みて不

採算になりがちな医療を継続的に提供するためには、町との緊密な連携のもと進めていく現在

の形が望ましいと考えますので、今後も地方公営企業法の一部適用の経営形態を継続していく

方針であります。 

 

４ 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

 

 これまで公立病院は新型コロナウイルス感染症への対応において、積極的な病床確保と入院

患者の受入れをはじめ、発熱外来の設置やＰＣＲ検査、ワクチン接種等で中核的な役割を果た

しており、感染拡大時に公立病院の果たす役割の重要性が改めて認識されたところです。また、

第 8次医療計画において「新興感染症等の感染拡大時の医療」が記載事項に盛り込まれること

も踏まえた上で、新興感染症等の感染拡大時に備えて、門別国保病院においても平時から必要

な機能を備えていく必要があります。 

門別国保病院は、新型コロナウイルス感染症の検査協力医療機関に指定されており、発熱外

来の設置や専用の病床を 2床確保し、発熱患者の対応にあたってきました。また、新型コロナ

ワクチン予防接種を行うなど、町内における新型コロナウイルスの予防、検査、診療に中心的

な役割を果たしてきました。引き続き、これまでの取組を継続し、感染対策を速やかに行う体

制を整備していきます。 

 

５ 施設・設備の最適化 

（１）施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

 

 門別国保病院は、平成 14 年(2002 年)11 月の改築から 20 年以上が経過しており、その設備

と医療機器等のほとんどが改築当時のもので、耐用年数や設備と医療機器等の状況を踏まえた

中で、更新計画を策定し対応してきました。 

 設備や医療機器等の更新や導入にあっては、多額の費用が必要となることから、その費用や

メンテナンスコスト、必要性、採算性、導入効果、耐用年数等を十分に検討した上で、更新や

導入の財源の確保として、国民健康保険調整交付金の活用や病院事業債等の発行により財源を

確保し、計画的に整備を行っていきます。 
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（２）デジタル化への対応 

 

 近年、電子カルテシステムやマイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認シ

ステム）などの医療ＩＣＴの活用により、医療の質の向上、医療情報の連携、働き方改革の推

進など病院経営の効率化を推進することが重要となっております。 

 門別国保病院では、平成 16 年(2004 年)7 月に電子カルテシステムを導入し、平成 21 年(2009

年)12 月、平成 27 年(2015 年)3 月、令和元年(2019 年)3 月に更新してきており、マイナンバ

ーカードを利用したオンライン資格確認システムについては、令和 4 年(2022 年)3 月に導入

し、情報の共有化により医療機能の向上や業務の効率化、患者の利便性の向上を図ってきまし

た。 

 デジタル化にあたっては、昨今、病院がランサムウェアなどのサイバー攻撃の標的となり、

診療業務に影響が生じた事例が増加していることから、厚生労働省の「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」に準拠し、また、本院では「医療情報システム運用管理規定」

を整備し、セキュリティレベルの向上を図るとともに、職員における情報セキュリティ対策の

徹底を努めていきます。 

 

６ 経営の効率化等 

（１）経営指標、経常収支比率及び修正医業収支比率に係る数値目標 

 

 経営の効率化は、安定した医療提供体制の確保、並びに質の良い医療提供を継続していくう

えで、必要不可欠なものであります。そのため、当院では経営の効率化に対する経営指標とし

て検証するため、次の指標の数値目標を設定します。 

 

（単位：人、円、％、日）  

収入確保 
R3 実績 

2021 

R4 実績 

2022 

R5 見込 

2023 

R6 計画 

2024 

R7 計画 

2025 

R8 計画 

2026 

R9 計画 

2027 

延入院患者数 5,756 6,544 6,700 9,855 10,037 10,220 10,402 

1日平均入院患者数 15.8 17.9 18.4 27.0 27.5 28.0 28.5 

1 日平均入院診療単価 26,699 26,866 26,437 26,000 26,024 26,027 26,051 

延外来患者数 35,990 34,509 34,600 38,500 38,800 39,100 39,400 

1日平均外来患者数 148.1 142.0 142.4 160.0 161.2 162.5 163.7 

1 日平均外来診療単価 12,064 12,892 12,882 13,744 13,765 13,787 13,809 

病床利用率 46.4 52.7 54.0 79.4 80.9 82.4 83.8 

平均在院日数 19.6 19.1 18.6 18.0 18.0 18.0 18.0 

【算出方法】 

 ・1 日平均患者数：延入院、外来患者数÷年入院、外来診療日数 

 ・1 日平均診療単価：入院、外来収益÷年入院、外来患者数 

 ・病床利用率：年延入院患者数÷年延許可病床数×１００ 

 ・平均在院日数：年延入院患者数÷（（新入院患者数＋退院患者数）÷２） 
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（単位：％）  

収支改善 
R3 実績 

2021 

R4 実績 

2022 

R5 見込 

2023 

R6 計画 

2024 

R7 計画 

2025 

R8 計画 

2026 

R9 計画 

2027 

経常収支比率 100.7 101.0 99.4 100.0 100.8 101.3 102.1 

医業収支比率 70.3 72.2 67.5 79.2 81.1 82.3 84.0 

修正医業収支比率 64.2 66.1 61.7 73.7 75.6 76.8 78.5 

【算出方法】 

 ・経常収支比率：経常収益÷経常費用×１００ 

 ・医業収支比率：医業収益÷医業費用×１００ 

 ・修正医業収支比率：（医業収益－他会計負担金）÷医業費用×１００ 

（単位：％）  

経費削減 
R3 実績 

2021 

R4 実績 

2022 

R5 見込 

2023 

R6 計画 

2024 

R7 計画 

2025 

R8 計画 

2026 

R9 計画 

2027 

職員給与費対医業費比率 95.6 85.0 89.5 75.7 75.4 74.2 73.0 

材料費対医業費比率 14.8 15.3 16.3 14.3 14.2 14.0 13.8 

【算出方法】 

 ・職員給与費対医業収益比率：職員給与費÷医業収益×１００ 

 ・材料費対医業収益比率：材料費÷医業収益×１００ 

（単位：人）  

経営の安定性 
R3 実績 

2021 

R4 実績 

2022 

R5 見込 

2023 

R6 計画 

2024 

R7 計画 

2025 

R8 計画 

2026 

R9 計画 

2027 

医師数 4.3 4.3 5.3 5.3 5.3 5.3 5.3 

看護師数 36.8 34.8 36.8 36.0 35.0 35.0 35.0 

 

（２）目標達成に向けた具体的な取組 

 

 目標達成に向けた具体的な取組については、収益確保、コスト削減を中心に病院経営改革を

積極的に進めていくこととします。 

 具体的施策として、収益確保においては、地域医療を守るため、町内唯一の救急医療や訪問

診療、訪問看護などの在宅医療を確保しながら、診療報酬の請求や施設基準の届出の適正化、

未収金の管理強化、レスパイト入院や地域医療機関からの紹介患者の積極的な受入れ、地域包

括ケア病床への転換や介護老人保健施設の介護医療院化による収益確保を図ります。 

 また、コスト削減においては、施設や設備整備の計画的な修繕・導入、委託業務の長期契約

の検討、薬剤や診療材料の見直しや見積合わせによる費用の削減、業務の見直しや職員の適正

配置による人件費の抑制によるコスト削減を図ります。 

 

 


